
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

伊丹市における「協働」のまちづくりとは、「市民自らの 

意思によって参画し、市民と市が相互の信頼関係に基づい

て、それぞれ果たすべき役割と責任を分担し、補完し合い、

協力して進めていく」ことであると、「伊丹市まちづくり基

本条例」に定めています。 

「協働」のまちづくりとは 
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１ 

１ 伊丹市公募型協働事業提案制度の概要 

 

 

この制度には、「市民提案型」と「行政提案型」の二種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

伊丹市公募型協働事業提案制度とは？ 

本制度は、伊丹市内における地域課題に対し、市民活動団体等の経験や知識を活かし、団体と行政とが協働して

取り組むことにより効果の上がる事業を公募する仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★この制度には、「市民提案型」と「行政提案型」の二種類があります。 

 

 

 

 

 

 

 

     

  
市の地域課題が解決 

できる事業を提案 ！ 

市が挙げた課題を 

解決する事業を応募 ！ 

⇒ 詳細は３ページへ 
  
令和7年度は募集なし 

●行政と協働で事業を実施することで、団体の

信用度を高めることができます。 

●団体として新たな展開やステップアップが図

られます。 

●地域課題を深く知ることができ、多様化する市

民ニーズに対応することができます。 

行 政 に と っ て の メ リ ッ ト 

両 方 に と っ て の メ リ ッ ト 

●事業の企画や運営、広報活動、会場・資金の確保などをお互いの得意分野で役割分担することができ、

より効果的な事業の実施が期待できます。 

団 体 に と っ て の メ リ ッ ト 



２ 

 

伊丹市  協働事業 

 

事業名 団体名 提案内容 担当課 

みんなが得する！口座振替制

度（金融教育を通じた口座振替

利用促進コーディネート） 

 

行政提案 

 

金融リテラシー 

向上実行委員会 

市税の口座振替を推進するた

めの啓発方法等の各種提案。 

 

徴収課 

相続・空き家対策事業 

 

市民提案 

一般社団法人 

地方創生 

パートナーズ 

 

空き家の未然対策、適正管理、

相続登記問題に関する啓発活

動及び相談対応。 

 

建築指導課 

障害のある人も安心して暮らせ

る町づくり事業 

 

市民提案 

特定非営利活動法人 

伊丹アドボカシー 

ネットワーク 

 

伊丹市内の障害者サービス提

供事業者の虐待防止に関する

委員会の運営支援や研修の開

催支援。 

障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去に採択された事業の一覧は、まちづくり推進課ホー

ムページに掲載しています。 

事業実施の様子も、進捗状況として掲載しておりますの

で、ぜひご覧ください。 

 

◆◇ 令和５年度 採択事業 ◇◆  （令和6年度は申請1件、採択は無し） 



３ 

 

 

 市民提案型  

 

 

伊丹市内における地域課題の解決や地域の活性化を目指す新たな事業、又はこれまで市が単独で実施して

きた事業について、提案団体独自の視点から市に提案していただきます。 

実施にあたっては提案団体が有する専門性や経験を活かし、企画から実施までのプロセスを市と役割を分

担しながら協働で進めていただきます。 

 

◆◇提案できる団体◇◆ 

原則として次の①から④までの要件を満たすことが必要です。 

①伊丹市内に事務所、または伊丹市内での活動実績のある市民活動団体（※）、非営利の法人、事業者 

（個人での提案はできません）。 

②団体の構成員が５人以上おり、責任の所在が明確であるとともに合議制による意思決定がなされること。 

③団体の運営に関する規則(規約、会則、定款など、名称は問いません)があること。 

④団体の運営に伊丹市が関与していない団体。議員が役員となっていない団体。 

 

※ 市民活動団体は、地縁型団体・テーマ型団体などをさします。実行委員会や共同事業体なども含みます。 

 

◆◇提案できる事業◇◆ 

原則として次の①から③までの要件を満たすことが必要です。 

①伊丹市内で実施する市民公益事業、又は伊丹市民が主たる担い手・参加者になる事業であること。 

②団体と市とが協働することによって効果が上がる事業であること。 

③伊丹市の総合計画に沿った事業であること。 

④協働で実施することが可能であり、その役割分担が明確かつ適切な事業。 

 

注：地縁型団体（自治会・自治協議会等）が提案される場合、その団体の活動区域内の住民に対象を限定する事業は、

この制度の対象からのぞきます。 

 

◆◇提案時に提出していただく書類◇◆ 

①伊丹市公募型協働事業「市民提案型」提案書（様式１） 

②伊丹市公募型協働事業提案制度 事業実施計画書（別紙） 

③伊丹市公募型協働事業提案制度 収支計画書（別紙） 

④団体の組織及び運営に関する事項を記載した書類（任意書式） 

⑤団体の事業計画書及び収支予算書（任意書式） 

➅前事業年度における団体の決算書（任意書式。本年度設立の団体は除く） 

⑦これまでの活動内容を記載した書類（任意書式） 

その他、必要に応じて書類のご提出をお願いすることがあります。 

 

※①と②の様式は伊丹市のホームページからダウンロードできます。 

 

詳しくは「伊丹市 協働事業提案制度」と検索してください。 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

 

◆◇提案から事業を実施するまでの流れ◇◆ 

 

 

・事前相談の際は、「事前相談シート」を作成ください。書き方についてのご相談もお受けします。 

 

・関係部署との協議を踏まえて提案書を作成できるよう、期間に余裕をもって事前相談にお越しください。 

 

・流れの詳細は５～７ページをご確認ください。 

 

 

・公募型協働事業提案制度を利用しない場合においても、伊丹市との協働に関する相談がありましたら、

時期に関わらずお寄せください。 

 

・伊丹市に協働提案をするにあたり、担当部署がわからない場合などは、市まちづくり推進課や市民まち

づくりプラザが橋渡し役となり、担当部署との連絡調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 



５ 

 

◆◇提案から事業を実施するまでの流れ（詳細）◇◆ 

 

 

 

 

 

 

関係部署との協議の結果を踏まえて提

案書を作成できるよう、期間に余裕を

もって、事前相談にお越しください。 



６ 

 

 

 



７ 

 

 

 

 

 

本制度は、事前相談・協議期間を設定するため、令和6年度中に提案の募集を開始するものです。 

令和7年度当初予算の議決結果によって、本制度の審査方法等に変更が生じる可能性がありますので、予めご了承ください。 



８ 

 

◆◇審査のポイント◇◆ 

提出書類と公開プレゼンテーションにより、伊丹市参画協働推進委員会が以下のポイントにより審査し、審査

員による審議により総合的に評価します。★＝重点項目 

 

評価項目 評価の視点・ポイント 

事
業
に
つ
い
て 

★公益性 提案事業は、地域社会の発展または地域課題の解決に寄与するも

のであるか。また、特定の個人や団体だけが利益を受けるものには

なっていないか。 

例えば・・・団体の知名度や利益を上げることのみを主目的とした事

業ではない 

★実現性 事業内容や実施方法に具体性があり、実現可能な方法になってい

るか。市と団体の役割分担が明確かつ適切か。 

例えば・・・団体の規模に照らして、無理のない実施方法となってい

るか。 

★協働性 団体と市が協働することによって、さらなる効果が期待できる事業

であるか。また、それぞれの強みを活かし、対等な立場で実施でき

る事業であるか。 

例えば・・・市の役割が、資金提供のみになっていないか。団体単独

ではなく市と協働で実施する意義があるか。 

発展性 提案事業について、この先数年間の将来ビジョンを持っているか。 

例えば・・・事業に継続性、発展性があるか。 

団
体
に
つ
い
て 

実施能力 提案団体は、提案事業を実施する能力を有するか。 

例えば・・・提案事業の基本となる活動を、団体ですでに行ったこと

がある。 

 

◆◇提出書類の取扱いについて◇◆ 

 制度運用の公正性や透明性を高めるため、提案団体名や事業の概要は、市ホームページ等で公開します。

（個人情報を除く。） 

 公開プレゼンテーションや中間ヒアリング等の開催時には、提案書や調書など、事前に作成いただいた資料

の一部を、審査員及び来場者に配布します。 

 提出された書類等は、個人情報を除き原則として情報公開の対象となります。 

 



９ 

 

 

 （基本理念） 

 第２条 まちづくりは、市民が自らの意思によって参画し、市民と市が相互の信頼関係に基づいて、 

それぞれが果たすべき役割と責任を分担し、補完し合い、協力して進めなければならない。 

（「伊丹市まちづくり基本条例」より） 

 

２ 協働のあり方 
 

 

伊丹市の「協働」のあり方は、伊丹市まちづくり基本条例第２条の基本理念（下記参照）に示されています。実

際に市民と市が協働して地域の課題解決に取り組むにあたっては、より具体的なルールを市民と市で共有し

ておく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

◆◇協働のルール◇◆ 

 

協働で事業を実施するためには、次のルールに基づいて団体と行政の協働が行われているかを常にチェッ

クしながら、進めることが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆◇協働の担い手◇◆ 

 

多様な担い手が協働することで、きめ細かく、質の高い公共サービスの提供が期待されるとともに、まちづ

くりの課題を市民と市で共有し、ともに解決策を探すことが可能になります。 

公募型協働事業提案制度では、持続性のある公共サービスの提供を目指すという目的から、提案・応募でき

る協働の担い手は個人ではなく「団体」に限定しています。 

 

提案できる団体については「市民提案型」の募集要項のページ（P３）をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 

 

◆◇協働のかたちとその範囲◇◆ （「伊丹市協働の指針」より） 

 

協働によって行う事業には、主として次のようなかたちが考えられます。 

事業の目的や内容、期待される効果、相手の特性によって最もふさわしい形態を選ぶことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１１ 

 

 

３ 様   式 
 

 

 

＜申請書類＞ 

様式１）伊丹市公募型協働事業「市民提案型」提案書      ・・・１２ページ 

 

別紙）伊丹市公募型協働事業提案制度 事業実施計画書   ・・・1３～1４ページ 

別紙）伊丹市公募型協働事業提案制度 収支計画書・記入例 ・・・１５～１７ページ 

 

＜事前相談用＞  

事前相談シート                              ・・・１７ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１２ 

 

様式１  

年  月  日 

（あて先） 

伊 丹 市 長 様 

（提案者） 

団体名  

代表者の名前                  

令和 ７年度 伊丹市公募型協働事業「市民提案型」提案書 

 

下記のとおり、提案します。なお、募集要項に掲げる提案団体・提案事業の要件を満たすとともに、添付

書類の内容が事実と相違ないことを申し添えます。 

 

記 

 

１ 提案事業名 

 

                                              

 

２ 提案事業の内容 

 「事業実施計画書」のとおり 

 

 

３ 団体について 

 

団体名
ふりがな

 
 

 

代表者の役職名・名前
ふりがな

 
 

 

主たる事務所所在地 

（代表者住所） 

〒 

 

電話  ファクス  

電子メール  ホームページ  

設立年月 年     月 構成員数           人 

担当者の役職名・名前
ふりがな

  

事業担当者連絡先（上記と異なる場合ご記入ください。） 

氏

名 
 

住

所 

〒 

 

電話  ファクス  電子メール  

 
【添付書類一覧】 

①伊丹市公募型協働事業「市民提案型」提案書（様式１） 

②伊丹市公募型協働事業提案制度 事業実施計画書（別紙） 

③伊丹市公募型協働事業提案制度 収支計画書（別紙） 

④団体の組織及び運営に関する事項を記載した書類（任意書式） 

⑤団体の事業計画書及び収支予算書（任意書式） 

➅前事業年度における団体の決算書（任意書式。本年度設立の団体は除く） 

⑦これまでの活動内容を記載した書類（任意書式） 



１３ 

 

（別紙） 

 

 

伊丹市公募型協働事業提案制度 事業実施計画書 

(１) 事業名称（目的や内容をイメージしやすい内容で） 

 

 

 

(２) 事業目的（箇条書きでも文章でも可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 具体的な事業内容（事業対象者、実施予定場所等についてお書き下さい）  

 

 

 

(４) 協働での実施による効果・必要性 

 

(５) 提案団体の特徴、強み等 

 

事業を検討した背景にある地域課題について現状認識を示した上で、なぜ解決が必要だと思うのか、

どのような状態になることを目指すのか等について記載してください。 

対象とする人の属性や参加人数、事業の規模等具体的に記載してください。 

事業の実施にあたり、「市と協働でなければできないことは何か」、「団体と市、それぞれが単独で実

施する場合と比べ、より効果が得られるのはどのようなことか」等について記載してください。 

活動実績等を踏まえて、提案団体の強み等を記載してください。 



１４ 

 

(６) 提案する協働事業における各主体の役割（箇条書きでも文章でも可） 

①提案団体の役割 

 

 

 

 

 

②市に期待する役割 

 

 

 

 

 

③その他 

 

 

 

 

 

(７) 将来の展望 

 

 

 

 

(８) 事業実施スケジュール（時期は年度など、実施内容は箇条書きでも文章でも可） 

時期 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「将来的に事業をどのように発展させていきたいか」等について記載してください。 



１５ 

 

(９) 事業実施に必要と想定される経費（１５ページの「経費の考え方」、１７ページの「記入例」を参考に、

「収支計画書」を作成ください。） 

 

伊丹市公募型協働事業提案制度 収支計画書 

 

事業総額（見込み）                  円 

内、市が負担する経費                円 

（収入） 

区分 見積額（単位：円） 積算根拠（単価・数量等） 

   

   

   

   

合計   

 

（支出） 

区分 見積額（単位：円） 積算根拠（単価・数量等） 

   

   

   

   

合計   

 

 

 

経費の考え方 

・事業経費のかからない場合は、「収支計画書」は記入不要です。 

・事業にかかる経費は、事業の継続性を高めるためにも、受益者からの負担金の徴収や、協賛金の募集等によ

る資金確保に努めてください。 

・事業が採択された場合でも、収支計画書に記載された予算を市で全て負担できるとは限りません。できる限

り支出削減やその他の資金獲得をご検討の上、申請をお願いいたします。 

 

＜支出経費の区分例＞ 

旅費交通費 視察および講師招へい等に要する公共交通機関を利用する場合の運賃等 

通信運搬費 郵便、電話料、宅配便等に要する経費 

人件費 団体の構成員などが業務に従事した場合の賃金 

（企画立案・分析・相談業務・システム構築・講師など知識や技術を要する業務・事業遂行

上、専門性のある資格が必要な業務 等） 

報償費 外部から講師・専門家を招へいする場合の謝礼等 

※団体の構成員が講師等を務める場合は「人件費」として算定すること。 

会議費・会場費 会議等の会場使用料および備品借用費 

※市施設での実施、市所有備品の借上の場合、原則費用はかからないものと見込んでく

ださい。 

（別紙） 



１６ 

 

印刷製本費 チラシ等の印刷費 

※市役所内での印刷が可能な場合は費用がかからないこともあり得ますが、一旦は外注

印刷等の費用を調べて記載してください。 

消耗品費 事業を実施する上で必要な機材、材料、消耗品等の経費 

保険料 ボランティア保険料およびイベント保険料 

委託料 会場設営の委託費用等 

 

＜事業経費として対象外の経費＞ 

・団体の事務所等を維持するための経費 

・団体の経常的な活動に要する経費 

・食糧費（会議の茶菓子代、慰労会費など） 

・施設整備費 

・敷金・礼金等                    等 

 



１７ 

 

 

 

 

 

伊丹市公募型協働事業提案制度 収支計画書 

 

事業総額（見込み）     90,000円 

内、市負担金         20,000円 

 

（収入） 

区分 見積額（単位：円） 積算根拠（単価・数量等） 

市が負担する経費 ２0,000 外部講師謝礼金 

協賛金 10,000 当日プログラムへの広告協賛

費 5,000円×2社 

参加費 40,000 200円×100人×2回 

自己資金 20,000  

合計 90,000  

 

（支出） 

区分 見積額（単位：円） 積算根拠（単価・数量等） 

印刷費 50,000 イベント告知チラシ1,000部

×●円（A4・カラー表裏印刷） 

イベント告知ポスター50部×

●円（B3・カラー） 

報償費 20,000 市民向けワークショップにお

いて依頼する外部講師謝礼 

保険料 20,000 100円×100人×2回 

合計 90,000  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例 



１８ 

 

伊丹市公募型協働事業提案制度 

 

事前相談シート 
公募型協働事業提案制度の申請前に、こちらのシートに必要事項をご記入の上、市まちづくり推進課又は

市民まちづくりプラザへ事前相談にお越しください。（現状書けるところだけでも結構です。） 

団 体 情 報 

団体名  

代表者名  担当者名  

電話番号  メールアドレス  

構成員の

人数 

           

人 
団体の活動概要  

提案を検討している事業案 

事業名称（あれば）  

事業が必要な背景 

（解決したい地域の

課題・現状） 

（事業を計画、実施しようと思い至った地域の課題・現状・ニーズ等） 

 

事業の概要 （なぜ・何のために／誰を対象に／何を／どのようにやるか 等） 

 

役割分担 （市に期待する役割） （団体の役割） 

期待される効果  

事業にかかる経費 

（概算で結構です） 

（事業に経費がかかる場合、何にどれくらい必要か） 
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